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各分野の事例調査の結果について各分野の事例調査の結果について

総務省自治行政局過疎対策室総務省自治行政局過疎対策室



○調査対象重点テーマ○調査対象重点テーマ

① 集落の維持・活性化

○調査対象重点テ マ○調査対象重点テ マ

① 集落 維持 活性

② 生活交通の確保②

③ 情報通信基盤の整備・利活用③

④ 地域医療の確保④

⑤ 域内格差対策

※ 上記重点テーマについて、関係都道府県及び過疎市町村にアンケートを行うとともに、
その中から特徴的な取組を抽出し、当該団体に対してヒアリング調査を実施。

その結果を次のとおり整理した。
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集落の維持・活性化
○現状 ○今後の過疎対策に向けた課題

● 地域特性や集落構造に応じた対策の推進
● きめ細かい目配り体制の構築（地区担当制、集落支援員）

● 住民の自発的・自立的な取組を促していく方策の検討
● 集落の枠を超えた連携の促進

▼ 人口減少と高齢化の進行による集落機能の低下
▼ 維持困難な集落の増加
▼ 過疎地域の経済を支えてきた第一次産業の衰退

● 集落を支える外部人材の登用・活用

専任の集落担当職員と全職員の担当地区割り当てによる集落見守り体制の充実（高知県大豊町）

○地域担当職員（集落訪問専任）の配置

○取組事例

○地域担当職員（集落訪問専任）の配置
平成17年7月より、３名の職員を集落担当職員（専任）として配置し、各集落・各世帯を訪問し住民一人ひとりからの聞き取り調査を
推進。専任職員として配置することにより、常に住民の生活の場に行政が出向き、住民の苦しみや悩みを共有する体制を整備

○全職員の地域担当制の導入
集落担当職員とは別に 町内を 地区に分け 現在約 人いる町職員全員にそれぞれ担当地区を割り当てる「地域担当制 を導入集落担当職員とは別に、町内を９地区に分け、現在約90人いる町職員全員にそれぞれ担当地区を割り当てる「地域担当制」を導入。

割り当てられる地区は各職員の出身地区をベースにしており、各職員はそれぞれの担当地区の各種地域行事に積極的に参加する
ほか、各地区ごとにリーダーのもとで、計画的に毎月担当地域の家庭を訪問し、地域の状況を把握。

地域局の設置と地域担当チーム制度の導入によるきめ細かい地域への目配り（兵庫県養父市）地域局の設置と地域担当チ ム制度の導入によるきめ細かい地域 の目配り（兵庫県養父市）

旧町単位に地域局を設置し、きめ細かい地域運営を行うため施策展開を行う一定の
権限を付与。行政が地域に目配りし、地域住民と協働により地域課題を解決していくた
めの体制づくりとして、平成20年度より「地域担当チーム制度」を創設 八鹿病院

ＪＲ八鹿駅

養父市役所

 

○地域局

○「地域担当チーム制度」
役割 ２行政区又は概ね小学校区で連携し、主体的な地域づくり活動を行う自治会等

を対象に、地域と行政とのパイプ役となり、情報提供や問題解決のマネジメント
支援を行う

体制 チームは基本的に出身地区・居住地区の職員及び課題に関係ある職員 専門

関宮地域局

養父地域局

体制 チ ムは基本的に出身地区 居住地区の職員及び課題に関係ある職員、専門
的知識のある職員で構成（３～５名）
行政経験豊かな管理職を班長としたチーム編成で活動

大屋地域局

限界集落（６集落）

準限界集落（６４集落）
平成２０年３月末現在

65歳以上50％超

55歳以上50％超

２集落支援員の設置 （ → 参考資料１）



生活交通の確保
○現状 ○今後の過疎対策に向けた課題

▼ 地方中枢都市までのアクセスや日常生活のための
路線の確保が必要

▼ バスの撤退、高齢化の進行に伴う身近な生活交通
手段の必要性の増大

● 広域的な幹線道路、日常生活を支える生活道路の計画的な
整備

● 地域の実情、住民ニーズに応じた生活交通体系の構築
● 整備済み道路の長寿命化など適切な維持管理の実施

▼ 整備済み道路の適切な管理が課題

○取組事例

地域生活交通システム（長野県中川村）地域生活交通システム（長野県中川村）

平成16年度より、新たな地域生活交通システムとして、「村営巡回バス」、「NPO乗合タクシー（過疎地有償運送サービス）」、「福祉有
償運送」の３事業を開始

村営巡回バス NPO乗合タクシー（過疎地有償運送） 福祉有償運送村営巡回バス NPO乗合タクシ （過疎地有償運送） 福祉有償運送

対象者 バス停まで徒歩で移動できる方 バス停まで徒歩で移動できない方 介護等が必要な方

事業主体 中川村 NPO法人 中川村及び中川村社会福祉協議会

車両運行 NPO法人に委託 同上 中川村社会福祉協議会に委託法 委 議 委

31,304
33,856 34,658

30,000

40,000

（人）
※NPO法人は、公共事業の縮小等により建設業が落ち込む中、雇用を守るための方策を模
索していた地元建設業６社が中心となって設立

辺地地区等タクシー利用者助成制度（徳島県三好市）

村営巡回バスの年間利用者数の推移

9,728

18,392

23,992

10,000

20,000

,

交通の便が著しく悪い地区に居住する高齢者（満65歳以上）等が、通院や
買い物などにタクシーを利用する場合、その料金の一部を助成

人口 65歳以上 制度該当者 20年度登録者 登録率

人 人 人 人 -

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

※平成20年度は平成20年4月1日から平成21年2月17日時点までの集計である。
資料：中川村

３２,７２２人 １１,９００人 ２，５４３人 ３７５人 １４.７

利用枚数 ３９，９１２枚

助成額 ７，９８２，４００円
※平成20年4月から平成21年1月末ま

での実績による。 資料：三好市 ３



情報通信基盤の整備・利活用
○現状 ○今後の過疎対策に向けた課題

▼ 都市部に比べ、遅れている情報通信基盤 ● ネットワークインフラの整備推進
● 各地域にふさわしい利活用の推進
（遠隔医療、遠隔教育、買物等の生活支援、テレワーク等）

● 情報通信基盤を活かせる人材の確保・育成

○取組事例

テレワークによる県業務のアウトソーシング（高知県）

○事業内容

買い物支援システムの構築（ＣＡＴＶ網多目的活用研究協議会）

買い物支援システムを構築し、鳥取県日南町の２地区５６世帯

・県業務のアウトソーシングの際に、インターネットなどを活用して離
れた場所でも仕事ができる「テレワーク」方式で発注。

・雇用の場や就労の機会を広げ、各地域で人材の育成や、地域の活
性化につなげていくことを目指す。

で、２ヶ月間実証実験を実施

●既存ＣＡＴＶ網の活用
（買い物支援システム開
発）

●地元商店の振興・
活性化
（売上げの増加）

●高齢者の生活支援
（買い物に行く手間の
解消）

・中山間地域の住民の受注機会を創出するとともに、県内外の業務
を受注することのできるグループづくりを行う。

・受注をきっかけにテレワークを活用した地域活性化の担い手も育っ
ている。

地元商店 利用者
家庭

発注
（買い物支援システム）

発）（売 げ 増 ）

○業務内容 調査・集計、データ入力、テープ起こし、HP作成など

○効果 ＣＡＴＶ網
管理センター

●地元高齢者の活躍の場●地元高齢者の活躍の場

（シルバー人材セン
ター活用）

資料：「高知県版アウトソーシングの総括 ～３年間の取り組みの検証～」（平成２１年１月、高知県総務部行政管理課）

配送（シルバー人材センター）

４



地域医療の確保
○現状 ○今後の過疎対策に向けた課題

▼ 都市部集中による医療従事者の需給不均衡
▼ 診療科の偏在と専門医の不足

● 地域医療を支える人材の安定的な確保

● 地域医療レベルを保つためのネットワーク構築

国：全国的な見地からの医師養成・人材確保など
県：医師配置、派遣システムの構築など

（病病連携、病診連携、交通手段の確保、遠隔医療など）

● プライマリケア向上や地域医療のレベルアップ

地域医療を支える「総合診療部」の設置や医師会との連携の推進（公立八鹿病院）

○取組事例

○「総合診療部」の設置

限られた医師で地域医療を支えるためには、専門医の確保よりむしろ専門診療能力
の基盤となる総合診療能力を重視し、総合診療を積極的に担える医師を確保するこ
とが重要であるとの考え方から 平成19年に『総合診療科』（平成20年に『総合診療

内科 総合診療科

■予約診療
■専門医療

　　■予約外診療
■ER：救急診療

外
来

■ 内科と総合診療科の外来診療体制

とが重要であるとの考え方から、平成19年に『総合診療科』（平成20年に『総合診療
部』と改称）を設置。

１１名の内科医が全員兼任で配置され、内科系がひとつのチームとして診療にあた
る体制となっている。

■専門医療 　■ER：救急診療来

入
院

総合診療病棟に「内科」として入院

資料：公立八鹿病院

○医師会との連携の推進
・医師会事業として八鹿病院の休日診療に輪番で医師を派遣する「日直応援」を実施
・医師会運営の日曜診療所を八鹿病院内に開設
・オープン外来として八鹿病院で勤務経験のある開業医が毎週外来で診察

寄附事業の実施（長崎県五島市）

・八鹿病院に専門科のない血液内科・呼吸器内科について、開業医がカンファレンスに参加
など各方面で地域の医師や医師会との協力・連携を図りつつ、少ない医師でも高いレベルの医療を提供する体制を整備

平成16年5月に、長崎県と五島市の寄附講座として、長崎大学大学院医歯薬学部総合研究に「離島・へき地医療学講座」を開講。
同時に、離島での活動拠点として、五島中央病院内に「離島医療研究所」を設置し、医学生教育を実施

H16 長崎県（24,000千円） 五島市（21,000千円） H17～H20（各年度） 長崎県・五島市（各20,000千円） ※五島市資料、長崎県資料より作成 ５



域内格差対策
○現状 ○今後の過疎対策に向けた課題

▼ 合併による過疎地域と非過疎地域との間での格差
▼ 市町村の区域内で特に条件が厳しく目配りの届き

にくい、いわゆる「周辺地」の問題

● 基礎自治体としての市町村による地域へのきめ細かい目配
りと必要な格差是正対策の実施

● 地域自治組織等の仕組みを活用した地域主体の議論の促進、
これと市町村が協働 した地域づくり

○取組状況
 

Q19 地域自治組織の審議機関への諮問事項

56.7%
68.0%

14.3%
59.7%

47.4%

市町村基本構想・基本計画の

作成・変更に係る事項

○取組状況

46.7%

33.3%

46 7%

80.0%

60.0%

42.9%

28.6%

89.9%

83.9%

57.9%

52.6%

市町村建設計画（合併市町村基本計画）の

変更に係る事項

市町村建設計画（合併市町村基本計画）の

進捗・執行状況に係る事項

46.7%

13.3%

13 3%

68.0%

36.0%

0.0%

0.0%

19.5%

32.2%

31.6%

26.3%

その他の各種地域計画の

作成・変更等に係る事項

地域振興基金の運用・活用に係る事項

Q22 地域自治組織設置による効果

48.9%

4.3%

行政の事業や施策に対して住民から意見が活発に

出るようになった

各種会議の傍聴者や公聴会等の出席者が増えた

全体(N=352)

13.3%

30.0%

16 7%

24.0%

56.0%

28.6%

14.3%

6.7%

14.1%

15.8%

15.8%

予算編成・執行に係る事項

公共施設の設置・廃止に関する事項

地域協議会（一般）(N=30)

地域協議会（特例）(N 25)

38.4%

31.3%

24.4%

45.5%

地域住民の様々な地域自治活動が活性化した

地域住民のつながり・まとまりが出て地域に一体感が

見られるようになった

町内会やその他の既存の地域団体の活動が活発化した

地域の細かなニーズが把握しやすくなり、様々な住民の意
見が行政施策に反映されるようになった 16.7%

16.7%

33.3%

36.0%

32.0%

0.0%

14.3%

8.1%

48.3%

10.5%

42.1%

公共施設の管理運営に関する事項

その他

地域協議会（特例）(N=25)

合併特例区協議会(N=7)

地域審議会（合併）(N=149)

地域審議会（条例）(N=19)

23.0%

12.2%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域への意見照会が円滑に行えるようになり、

スピーディーな行政運営が可能となった

その他

無回答

8.0%
42.9%

5.4%
15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不明

６※今回の調査における地域自治組織とは、地方自治法、合併特例法及び地方
自治法に基づく市町村条例によるもの並びに法や条例に基づかないものをいう。

地域自治組織の運営に当たっての問題点・課題

○ 要望・陳情のみの場となり、真の地域自治力の強化につながっていない
○ 地域自治組織ごとに活動や審議能力に差がみられる
○ 各地域自治組織からの意見を調整し、行政施策に反映させることが難しい


